
 

総勤務時間縮減運動 

 

 

平成２６年４月１日 

総務部行財政改革推進課 

 

 

１ 平成２５年度総勤務時間縮減運動 年間見込 

 

項目名 

平成２５年度 

見込（時間） 

当初目標 

（時間） 

対目標比較

(%) 

平成２４年度 

実績(時間) 

対前年度 

比較(%) 

総勤務時間数 １，９１０ １，９１６ ９９．７ １，９１６ ９９．７ 

年休等取得時間数 １８９ １６９ １１１．８ １８４ １０２．７ 

時間外勤務時間数 

（）は、管理職除く 

２００ 

（２２４） 

１８６ 

（－） 

１０７．５ 

（－） 

２０１ 

（２２６） 

９９．５ 

（９９．１） 

500 時間超職員数 ３４７人 ― ― ３９６人 ８７．６ 

 

 

２ 平成２５年度総勤務時間縮減運動の検証 

 

  １２月末時点での年間見込みとしては、総勤務時間数・年休等取得時間数・時間外勤務

時間数ともに、多少の増減はあるものの昨年度実績と同程度の数値となっています。 

年休等取得時間数については、昨年度から取り組んでいる連続休暇やメモリアル休暇の

取得予定表の作成が定着し、過去最高であった昨年度実績を超える見込数値となっていま

す。 

一方で、近年、高止まりの傾向のある時間外勤務時間数や超長時間勤務者数の縮減に向

けては、各管理職が組織マネジメントシートを活用して業務改善の促進を図ることや、労

使による早期の超長時間勤務者の実態把握と対策の推進を図ることなどを取り組んでき

ましたが、残念ながらこの時点での年間見込みは、過去最も多くなってしまった昨年度の

実績とほぼ同じであり、超長時間勤務者数についても、昨年度同時期の見込み（３４３人）

と同程度であることから最終的に昨年度と同数程度となる可能性があり、取組の成果につ

ながっていません。 

こうした状況は、ワーク・ライフ・バランスの推進や職員の健康維持などの観点からも

課題と言えることから、さらなる取組の推進が求められます。 

 

資料２-１ 



３ これまでの総勤務時間縮減運動の検証 

 

 県民サービスの向上と職員のワーク・ライフ・バランスの実現をめざすために、平成１２

年度から「総勤務時間縮減運動」に取り組んできました。 

 近年の運動の結果では、総勤務時間数の縮減や年休等取得時間数においては、一定の成果

を得られてきているものの、時間外勤務時間数や超長時間勤務者数においては、高止まりの

傾向があり、取組の成果につながっておらず、職員の健康維持などの観点からも課題と言え

ます。 

 また、総勤務時間数や時間外勤務時間数については、年度当初の目標時間数を達成するこ

とがほとんどできておらず、目標の進行管理などのマネジメントに課題が見受けられる状況

にもあります。 

 こうしたことから、総勤務時間縮減運動は廃止し、これまでの成果は維持しながら、時間

外勤務時間数の縮減にも効果が期待できる新たな取組の展開を図ることとします。 

 

年度 
目標設定時 実績 

総勤務 年休等 時間外 総勤務 年休等 時間外 超長時間 

Ｈ２１ 1911 159 171 1921 169 191 411 

Ｈ２２ 1906 163 171 1899 177 177 261 

Ｈ２３ 1909 167 177 1922 174 198 394 

Ｈ２４ 1911 174 187 1916 184 201 396 

Ｈ２５ 1916 169 186 1910 189 200 347 

（単位：超長時間は人数でそれ以外は時間数 ※H25 の実績は 12 月末時点の見込み） 

 



資料２-２ 

 

平成２６年 ４月 １日 

総務部行財政改革推進課 

 

ワーク・ライフ・マネジメントの推進について 

 

ワーク・ライフ・マネジメントの必要性 

少子高齢化の進展や人口減少により、今後ますます労働力の不足が懸念され

るとともに、育児・介護などの家庭での活動や地域を支える活動など、仕事以

外に担うべき役割が増加していくことが予想されます。 

こうした状況の中で、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実

現を通じて、一人ひとりが働きがいや生きがいを持てる活力ある社会としてい

くことが、社会からの喫緊の要請でもあり、それぞれの組織が、構成員一人ひ

とりのライフステージに応じたキャリアデザインの実現を支援できる職場環境

とすることで、個々の能力を最大限に引き出し、多様な人材が集まる健全な組

織としていくことが重要です。 

庁内においても、県民ニーズの高度化・多様化や厳しい行財政環境の中で、

労使協働で総勤務時間縮減運動をはじめワーク・ライフ・バランスの実現に向

けたさまざまな取組を進めてきましたが、時間外勤務時間数や超長時間勤務者

数が高止まりの状態にあり、必ずしも仕事と生活の調和がとれているとはいえ

ない状況にあります。 

こうしたことから、改めてこれまでのさまざまな取組も含めて体系的にまと

め、組織として適切にマネジメントしていくことで、職員が生き生きと仕事が

できる「日本一、働きやすい県庁（しょくば）」を構築し、県民サービスの向上

につなげていく必要があります。 

 

ワーク・ライフ・マネジメントのめざす姿 

職員が生き生きと仕事ができる「日本一、働きやすい県庁（しょくば）」を構

築し、県民サービスの向上につなげていくには、私たちは限られた時間の中で、

それぞれのライフサイクルや人生設計に応じて必要とされる活動にも的確に対

応し、これまで以上に県民のみなさんにとって価値の高い成果を提供できる「ワ

ーク」と「ライフ」の高度な両立を組織として実現していくことが必要です。 

そのために、組織として選択と集中による業務削減などの見直しに向けて、

管理職は時短を意識したマネジメントに積極的に取り組むとともに、職員一人

ひとりも、計画的な仕事のマネジメントを日ごろから意識するなど、効率的・

効果的な業務遂行に向け、個人と組織の活動が一体となった「ワーク」のマネ

ジメントができていることが必要です。 

また、仕事以外の事情にも休暇等によって適切に対応することができ、そう

した休暇等を取得しやすく、上司や同僚等からのバックアップも受けやすいと

いった雰囲気を管理職が率先して醸成していくなど、個人のライフ・マネジメ

ントを組織として適切に支援していくことも必要です。 

こうしたワーク・マネジメントとライフ・マネジメント支援を推進すること







 

 

平成２６年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針 

 

 私たちは限られた時間の中で、それぞれのライフサイクルや人生設計に応じて必要と

される活動にも的確に対応し、これまで以上に県民のみなさんにとって価値の高い成果

を提供できる「ワーク」と「ライフ」の高度な両立の実現に向けて、組織的な取組とし

てワーク・ライフ・マネジメントを推進します。 

 

（平成２６年度の重点方針） 

１ ワーク・マネジメントの推進 

「ワーク」と「ライフ」の高度な両立を図るうえで、近年の時間外勤務の高止まり

の状況については、大きな課題であることから、業務の選択と集中を明確にした業務

削減・プロセス改善などの業務見直しを管理職が中心となって積極的に推進すること

によって、業務遂行の効率化を図り、サービス残業につながらない時間外勤務の削減

に取り組みます。 

【全庁目標】 平成２５年度の時間外勤務実績から１０％の削減 

       平成２５年度の超長時間勤務者数から３０％の削減 

 

２ ライフ・マネジメント支援の推進 

 年次有給休暇等の取得促進を図り、職員の「ライフ」の充実をサポートできる職場

環境を整えるとともに、職場全体で育児参画や介護従事を応援する風土づくりの推進

に取り組みます。具体的には、次世代育成支援のための子育て支援の取組を進め、男

性職員の育児参画の促進を図るとともに、介護に関する職員の現状等の把握を行い、

今後の取組につなげます。 

 

 【全庁目標】 平成２５年度の年休取得時間実績以上 

        男性職員の育児参加休暇取得率１００％ 

        男性職員の育児休業取得率１０％ 

 

３ 意識・組織風土改革の推進 

 「ワーク」においても、「ライフ」においても充実感を持って自己実現していくこと

の重要性を「ワーク・ライフ・マネジメントシート」の活用等により、所属長と職員

との共有を促進し、相互支援を促進する職場風土づくりを進めます。 

 【全庁目標】 ワーク・ライフ・マネジメントシートを活用した対話を 

全所属で実施 

 

（ワーク・ライフ・マネジメントの体系・進捗管理） 

 ワーク・ライフ・マネジメントの一環として、これまでに実施してきた取組項目を体

系立て、新たな取組も付加して適切な時期に順次実施していきます。（現在想定している

取組項目は別表「ワーク・ライフ・マネジメントにおける推進項目（案）のとおり。） 

 また、進捗管理にあたっては、新たに導入したワーク・ライフ・マネジメントシート

をもとに管理職と職員との対話を踏まえ決定した取組内容や目標を組織マネジメントシ

ートに掲げ、対話を重視して進めることとします。 









 


